
専門スタッフ等の強化・充実

★最重点項目（新規・拡充）

部活動指導の負担軽減

・本市の部活動における今日的課題を検証し、地域移行の具体的な進め方等を検討する。

・部活動指導員についても、教員の負担軽減の効果が高いことから、段階的な拡充を検討する。

(令和４年度 390部活動)

スクールサポートスタッフの充実

・教員の補助業務を軽減するため、週15時間及び週30時間を上限としたスタッフを配置している。

(令和４年度 週30時間 138校 週15時間 272校)

・教員１人あたりの時間外勤務の削減効果が、週15時間配置校に比べ、週30時間配置の方が高いことから、週30時間

スタッフの配置の段階的な拡充を検討し、さらなる長時間勤務の解消をめざす。

学校園の働き方改革における主な取組（案）

ワークライフバランス支援員の配置
・教頭の月平均時間外勤務時間は約60時間と非常に繁忙な状況にあり、管理職を志望する教員が少ない要因の一つとなっている。

・主に支援が必要な教頭や課題の大きい学校に対し、教頭職の業務負担を軽減するため、新たに支援員の配置を検討し、
ワークライフバランスのとれた働きやすい環境の整備をめざす。
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事務負担の軽減（日常的業務のデジタル化）

欠席連絡等アプリの導入
・保護者からの欠席連絡等の事務負担を軽減するため、スマートフォンアプリの導入を検討し、

電話対応や児童生徒の健康観察の集約等に係る時間の縮減をめざす。

採点支援システムの導入
・選択式や簡単な記述回答が自動採点となり、テスト採点業務時間の削減が図られるほか、クラス単位や児童生徒
の成績が自動集約され、単元別・観点別の分析が可能となることから、採点支援システムの導入を検討し、
テスト業務に係る教員の負担の軽減をめざす。

★最重点項目（新規・拡充）

学校園の働き方改革における主な取組（案）
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専門スタッフ等の強化・充実

事務負担の軽減（学校園への配布物にかかる送付元の理解）

重点項目

学校園への通知文書及びチラシ等の周知文書の削減

・引き続き調査・照会文書を削減すると共に、教員がいつでも閲覧可能なポータルの掲示板を活用し、

学校園に通知する文書を削減する。

（令和３年度 326件）

・また、学校園に送付するチラシ等の周知文書について、送付のルールを遵守するよう改めて周知を行う。

副校長・教頭補助等の配置

・様々な課題に対応できる組織マネジメント体制の確立に向けて、今後も国の加配の活用と合わせて、

副校長・教頭補助等の配置を引き続き講じる。

（令和４年度 副校長 31校 教頭補助 70校）

学校園の働き方改革における主な取組（案）

地域・保護者等への理解

取組みに対する地域・保護者等への理解

・ 地域・保護者等の理解を得るために、 大阪市のＨＰに働き方改革にかかる協力願いのメッセージを掲載し、各学校園

のHPにリンク先を掲載するとともに、教育委員会及び区教育担当から地域・保護者等に理解いただけるよう働きかける。
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学校園で働く教員の働き方改革への意識改革

重点項目

学校管理職及び教員への情報発信

・労働時間の長さを成果と見るのではなく、限られた時間の中で教育の質を下げることなく、成果を上げることの意識改革

を進めるため、教員一人一人に意識改革にかかるメールの送付や働き方改革における情報誌等の配信を定期的に行う。

・また、国や他都市が発信している取組事例や学校園で行っている学校行事や会議の見直し等にかかる好事例などを、

教員がいつでも閲覧可能なポータルの掲示板などを活用し、学校園に情報提供し周知を図る。

・さらに、さまざまな研修の場において、教員の働き方改革への研修を実施することで、働き方改革への理解を深める。

学校園の働き方改革における主な取組（案）

学校園におけるアクションプランの作成

・学校園で行っている取組みについて、各学校の状況に応じたアクションプランを策定し、進捗管理を行うことで

働き方改革の意識を高める。

例）現在、ゆとりの日の設定を１週間に１回設けているが、加えて各個人でも週１回設定を行う。

学校管理職の人事評価への反映

・令和４年度より管理職の目標管理に働き方改革に向けた項目を設けている。
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学校園で働く教員の働き方改革への意識改革

重点項目

学校園の働き方改革における主な取組（案）

教員自身の時間外勤務実績の把握

・現在、教育委員会から管理職のみに学校園の時間外勤務の実績を送付しているが、教員が自分自身の時間外勤務の状況を

把握できるよう、環境の整備をめざす。

教員の満足度調査

・大阪市の学校園で働いてる教員を対象に、勤務の状況や、働き方改革における取組に対する意識を調査し、

その満足度指数を検証する。

また、継続的に調査を行うことで、満足度の推移、課題の分析や解決を図る。
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その他働き方改革に繋がる取組

学校園の働き方改革における主な取組（案）

メンタルヘルス対策の推進等

・引き続き全学校園に学校産業医を配置するほか、少人数制のセルフケア研修やラインケア研修の実施、

ストレスチェック、職場環境改善等を通じて、教職員一人一人のメンタルヘルスに対する意識を高める。

※精神疾患による病気休職者の割合（令和２年度 大阪市０.81% 全国 0.56%）

重点項目

教科担任制の推進（小学校高学年）

・教員の持ちコマ数軽減や、教科指導の専門性を持った教員によるきめ細かな指導と中学校の学びに繋がる系統的な指導の

充実を図る観点から、理科や体育など準備等の負担が大きい教科に専科指導教員を計画的に配置し負担軽減をめざす。

少人数学級の推進（小学校）

・公立小学校の学級編制の標準を令和7年度までに段階的に40人から35人へ引き下げる義務標準法の改正により、教職員定

数の改善・体制の整備をめざす。
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